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第一部 【証券情報】

 

第１ 【募集要項】

 

１ 【新規発行株式】
 

種類 発行数 内容

普通株式 6,900,000株
完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当
行における標準となる株式であります。
なお、単元株式数は100株であります。

 

(注) １．2024年５月14日(火)開催の取締役会決議によるものであります。

２．当行は、普通株式とは異なる種類の株式(Ａ種優先株式)の発行を可能とする旨を定款で定めております。な

お、会社法第322条第２項の規定による定款の定めはありません。

Ａ種優先株式については、当行が剰余金の配当及び中間配当を行うときは、Ａ種優先株式を有する株主(以

下「Ａ種優先株主」といいます。)に対して、普通株式を有する株主(以下「普通株主」といいます。)に先

立ち、優先配当金を支払うこととされております。また、当行が残余財産を分配するときは、Ａ種優先株主

に対して、普通株主に先立ち、一定の金銭を支払うこととされております。

Ａ種優先株主は、全ての事項につき株主総会において議決権を有しておりません。ただし、Ａ種優先株主

は、定時株主総会に優先配当金の支払いを受ける旨の議案が提出されないときはその定時株主総会より、優

先配当金の支払いを受ける旨の議案が定時株主総会において否決されたときはその定時株主総会の終結の時

より、優先配当金の支払いを受ける旨の決議がなされる時までの間は、全ての事項につき株主総会において

議決権を有します。

また、Ａ種優先株式については、Ａ種優先株式の発行に先立って取締役会の決議によって定める期間におい

て、Ａ種優先株主が普通株式の交付と引換えに当該Ａ種優先株式の取得を請求することができる請求権が付

されるとともに、一定の事由が生じた場合には、金銭の交付と引換えに、当該Ａ種優先株式の全部又は一部

を取得する取得条項、及び、一定の期日が到来した場合には、普通株式の交付と引換えに、その全部を取得

する取得条項が付されております。

なお、本募集は普通株式を対象とし、Ａ種優先株式の発行はございません。

３．振替機関の名称及び住所

株式会社証券保管振替機構

東京都中央区日本橋兜町７番１号

 

２ 【株式募集の方法及び条件】

(1) 【募集の方法】

 

区分 発行数 発行価額の総額(円) 資本組入額の総額(円)

株主割当 － － －

その他の者に対する割当 6,900,000株 1,911,300,000 955,650,000

一般募集 － － －

計(総発行株式) 6,900,000株 1,911,300,000 955,650,000
 

(注) １．第三者割当の方法によります。

２．発行価額の総額は、会社法上の払込金額の総額であり、資本組入額の総額は、会社法上の増加する資本金の

額の総額であります。また、増加する資本準備金の総額は、955,650,000円であります。
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(2) 【募集の条件】

 

発行価格
(円)

資本組入額
(円)

申込株数単位 申込期間
申込証拠金
(円)

払込期日

277 138.5 100株
2024年９月２日(月)～
2024年９月30日(月)

－
2024年９月２日(月)～
2024年９月30日(月)

 

(注) １．第三者割当の方法により行うものとし、一般募集は行いません。

２．発行価格は、会社法上の払込金額であり、資本組入額は、会社法上の増加する資本金の額であります。

３．申込み及び払込みの方法は、本有価証券届出書の効力発生後に、当行と割当予定先との間で総数引受契約を

締結し、払込期間中に後記払込取扱場所へ発行価額の総額を払い込むものとします。

４．払込期間の末日までに割当予定先との間で総数引受契約を締結しない場合には、本第三者割当増資は行われ

ないこととなります。

５．本第三者割当増資は、本有価証券届出書の効力が発生していること、本第三者割当増資の実行に際して必要

となる関係当局の許認可等が得られること等がすべて満たされていることを条件としておりますが、当該関

係当局の許認可が得られる時期を確定することができないため、払込期間を設定し、当該払込期間を払込期

日として記載しております。割当予定先は、上記の許認可等の条件が満たされた後に、払込みを実施する予

定とのことです。

 

(3) 【申込取扱場所】

 

店名 所在地

株式会社福島銀行　本店 福島県福島市万世町２番５号
 

 

(4) 【払込取扱場所】

 

店名 所在地

株式会社福島銀行　本店 福島県福島市万世町２番５号
 

 

３ 【株式の引受け】

該当事項はありません。

 

４ 【新規発行による手取金の使途】

(1) 【新規発行による手取金の額】

 

払込金額の総額(円) 発行諸費用の概算額(円) 差引手取概算額(円)

1,911,300,000 29,000,000 1,882,300,000
 

(注) １．発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。

２．発行諸費用の概算額の内訳は、主に、株式会社ＳＢＩ証券(所在地：東京都港区六本木一丁目６番１号、代

表者：髙村正人)に対するフィナンシャルアドバイザリー費用、登録免許税、弁護士費用、有価証券届出書

等の書類作成費用等であります。
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(2) 【手取金の使途】

本第三者割当増資により調達する差引手取り概算額1,882,300,000円の具体的な使途及び支出予定時期につきまし

ては、以下のとおりであります。

 

具体的な使途 金額(百万円) 支出予定時期

地元企業への貸出金の追加供給 1,882 2024年10月以降随時
 

(注) １．調達した資金につきましては、実際に支出するまでは、銀行口座にて管理いたします。

２．支払予定時期の「随時」につきましては、2024年度末までを目途としております。

 

①　資金調達の目的及び理由

当行は、福島県を主な営業基盤とする地域金融機関として、本店ほか支店・出張所において、預金業務、貸出

業務、為替業務などの銀行業及びその他銀行業に付随する業務を行っております。また、それらに加え、有価証

券投資業務、投資信託や保険商品の窓口販売業務等を行い、地域のお客さまに金融商品・サービスを提供してお

ります。

2024年３月期におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の５類感染症への移行により、社会経済活動

の正常化が進み、景気の持ち直しの動きが見られました。しかしながら、ウクライナ情勢の長期化や中東情勢が

緊迫化する中、円安基調の長期化等の影響から、原材料価格及びエネルギー価格は高止まり状態が継続してお

り、先行きは不透明な状況が続いております。当行の主たる営業基盤である福島県の経済は、原材料価格高騰の

影響によって生産活動一部に弱めの動きがみられるものの、個人消費においては外食や宿泊需要の回復により、

緩やかな持ち直しが続いております。一方で企業の倒産については、大型のものは見受けられないものの、小規

模の倒産件数は増加傾向にあります。

当行の2024年３月期の業績は、増収減益となりました。経常収益は、役務取引等収益の増加により前期比12百

万円増加し、13,303百万円となりました。経常費用は、その他経常費用の減少により前期比33百万円減少し、

12,112百万円となりました。この結果、経常利益は、前期比45百万円増加し、1,190百万円となりました。親会社

株主に帰属する当期純利益は、法人税等調整額の増加により前期比２百万円減少し、866百万円となりました。な

お、当行は2024年５月８日に業績予想の修正に関するお知らせを公表しております。2024年３月期末の総預金(譲

渡性預金を含む)は、公金預金等の増加により前期末比34,001百万円増加し、798,104百万円となりました。貸出

金は、事業性貸出の減少により前期末比2,209百万円減少し、580,105百万円となりました。有価証券は、社債及

び国債の減少により前期末比2,356百万円減少し、155,236百万円となりました。自己資本比率は、収益の積み上

げにより7.89％へ上昇いたしました。

こうした経済状況の中、当行は、2021年度からの３年間を計画期間とする中期経営計画「ふくぎん福島創生プ

ロジェクト」(2021年４月１日～2024年３月31日)に取組んでまいりました。具体的には、「ふくぎん福島創生プ

ロジェクト」として、新型コロナウイルス感染症の影響を受けている事業者への資金繰り支援及び本業支援、個

人のお客さまの債務を取りまとめ及び生活再建を支援する個人取りまとめ融資、事業者及び当行の業務改革・業

務効率化に資するＤＸ化の推進、並びに本業支援に強い社員の育成を図る人材育成などの主要施策に取り組んで

まいりました。かかる取組みの結果、地域の事業者に対する中小企業等貸出残高(住宅ローン含む)は、2024年３

月31日時点で4,634億円と2021年３月31日時点の中小企業等貸出残高(住宅ローン含む)に比して、約196億円増加

いたしました。また、個人の生活再建を支援する個人取りまとめ融資は、約11億円増加の43億円、事業者の課題

解決につながる販路拡大や人材紹介など本業を支援する「ふくぎんＢＭＳ(ふくぎんビジネスマッチングシステ

ム)」成約数は、1,846件、経営改善計画を共に作成する計画書策定数は109件の実績となりました。加えて、中期

経営計画の数値目標として、本業収益10億円、ＯＨＲ４％改善、事業性融資先6,000先(うちメイン先数1,250先)

を掲げておりましたが、中期経営計画最終年度(2024年３月期)において本業収益16.2億円、ＯＨＲ7.88％改善、

事業性融資先6,071先(うちメイン先数1,281先)となり、掲げたすべての数値目標を達成いたしました。地域金融

機関として一定の役割を果たしたものと評価しております。
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また、当行は、2024年度からの５年間を計画期間とする新中期経営計画「ＳＨＩＮ ふくぎん中期経営計画」

(2024年４月１日～2029年３月31日)を策定し、取り組みを開始しました。基本方針は、『「デジタル」のチカラ

で「リアル」の力を最大化』としております。具体的には、2024年の稼働を目指す次世代バンキングシステムを

最大限に活用し、徹底的に業務をＤＸ化(デジタル)することで事務量を半減し、地域金融機関の使命である対面

(リアル)での「事業者支援」と「資産形成支援」に人的資源を集中すること、また、エリア営業体制や人材育成

に注力し、対面営業の質的・量的向上及びコンサルティング営業を強化することに取り組んでまいります。その

上で、「事業者支援」や「資産形成支援」を通じて地元経済を支え、ひいては当行の収益力を高めることで、企

業価値の向上を図ります。ＤＸの一環として、次世代バンキングシステムの導入により、窓口での手続きの簡素

化やWebで完結する取引の拡大、アプリの充実などお客さま利便性の大幅な向上、及び事務の大幅な削減を目指し

ます。これにより、お客さまに接する渉外社員の増員が可能となり、お客さまごとに異なる課題に対し、対面に

よるコンサルティングの充実が図られます。また、計画を達成するため、４つの主要施策(「事業者支援」、「資

産形成支援」、「デジタルトランスフォーメーション」、「人材開発」)を実行することで、地元福島の発展に貢

献できる真のリージョナルバンクを目指します。中期経営計画最終年度(2029年３月期)数値目標は、自己資本比

率８％以上、本業収益20億円以上(当期利益13億円以上)を掲げています。また、事業者支援先数7,000先、資産形

成支援先数40,000先を目指し、金融仲介機能を発揮してまいります。

当行の2024年３月末現在の単体自己資本比率につきましては、7.52％(連結自己資本比率は、7.89％)と国内基

準(４％以上)を上回る水準を維持しています。2024年度の業績は、当期利益が▲15億円程度の赤字の見通しで

す。これは、次世代バンキングシステムの更改など前向きな投資に伴い、一過性の費用約20億円を計上すること

が主な要因です。これにより自己資本比率は、7.1％程度へ低下する見通しです。

新中期経営計画では事業者支援を主要施策の一つに掲げ、地元企業を中心に積極的に貸出金を増強していく方

針であります。仮に貸出金を500億円程度増加させることにより、リスク・アセット等の合計額が280億円増加し

た場合、現在の自己資本比率を保つためには、20億円程度の増資が必要となります。地域金融機関である当行と

しては、財務の健全性の維持・向上を図りつつも、地元企業への貸出金の供給を継続的、かつ積極的に行い、福

島の復興、地域創生を進めるために、自己資本の増強が必要であり、本第三者割当増資により調達する約20億円

をこれに充当することを予定しております。

 

②　本第三者割当増資を選択した理由

当行は、本第三者割当増資の実施を決定するまでに、様々な資金調達のための手法について比較検討を行いま

したが、以下の理由から、本第三者割当増資は、当行が既に割当予定先を確保していることからすれば、当行に

おいて必要とする資金を即時かつ確実に調達することが可能であること、及び次に述べるとおり、他の資金調達

方法と比較しても、本第三者割当増資の方法によることが相当であると判断いたしました。
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他の資金調達方法については、①公募増資においては、即時に資金調達が可能となるものの、時価総額や株式

の流動性によって調達金額に限界があると考えられます。また、公募増資の場合には証券会社の引受審査等、検

討や準備等にかかる時間も長く、実施の可否もその時点での株価動向や市場全体の動向に大きく左右されるとこ

ろ、一旦実施のタイミングを逃すと、決算発表や四半期報告書及び有価証券報告書の提出期限との関係上、数か

月程度後ろ倒しになることも多いことから、柔軟性が低く、資金調達の機動性に欠ける面があるといえます。次

に、②株主割当増資では、資力等の問題から割当予定先である株主の応募率が不透明であり、調達額を事前に想

定することが非常に困難となると考えられます。また、③新株予約権付社債(転換社債)は、発行時点で必要額を

確実に調達できるという利点もありますが、発行後に転換が進まない場合には、当行の負債額を全体として増加

させることとなり、当行の借入余力に悪影響を及ぼす可能性があると考えられます。また、転換されずに償還さ

れる場合、当該償還時点で多額の資金が将来的に必要となるところ、現時点でかかる資金を確保できるかが不透

明です。さらに、④行使価額修正条項付新株予約権は、新株予約権者による権利行使があった時点において行使

価額に発行株式数を乗じた金額の資金調達がなされるものであり、即時に資金調達を行うことが困難です。ま

た、行使価額修正条項が付されることに伴い、今後当行の株価が下落した場合、現時点で想定していた額の資金

を調達できない可能性が高いと考えられます。加えて、⑤新株予約権無償割当(ライツ・オファリング)には、当

行が金融商品取引業者と元引受契約を締結するコミットメント型ライツ・オファリングと、当行が金融商品取引

業者との元引受契約を締結せず新株予約権の行使は株主の決定に委ねられるノンコミットメント型ライツ・オ

ファリングがあるところ、コミットメント型ライツ・オファリングについては引受手数料等のコストが増大する

ことが予想され、時価総額や株式の流動性による調達額の限界もあります。また、ノンコミットメント型ライ

ツ・オファリングについては、株主割当増資と同様、割当予定先である株主の応募率が不透明であり、調達額を

事前に想定することが非常に困難となると考えられます。最後に、⑥普通社債・銀行借入については、当行の負

債を増加させることになるため、自己資本比率を維持・向上しつつ資金調達を行うという目的が達成できないと

考えられます。

以上から、今回の資金調達の手法として、他の資金調達方法との比較においても最適な選択肢であると判断い

たしました。

なお、本第三者割当増資は、既存株主の皆様にとって、後記「３．発行条件に関する事項」の「(2) 発行数量

及び株式の希薄化の規模に合理性があると判断した根拠」に記載のとおり、24.64％の普通株式の希薄化が生じる

というデメリットがある一方で、自己資本比率を維持しつつ、地元企業への貸出金の供給を継続的、かつ積極的

に行い、福島の復興、地域創生を進めることが可能となるメリットがあります。また、当行は、2019年11月11日

に割当予定先の親会社であるＳＢＩホールディングス株式会社(以下「ＳＢＩホールディングス」といいます。)

と資本業務提携契約を締結し、グループを通じて様々な連携を実施しており、ＳＢＩグループとの資本関係を更

に強固にすることで、当行がファースト利用行となることを目指し、共同開発している次世代バンキングシステ

ムを活用したビジネスモデルの転換など更なる連携の強化を図ることが可能であり、当行の企業価値向上に資す

るものと考えております。

 
③　調達する資金の具体的な使途

本第三者割当増資により調達する手取概算額1,882百万円については、新型コロナウイルス感染症や原材料価格

及びエネルギー価格の高止まり等による影響を受けた事業者への支援や福島県民の住宅取得を後押しする資産形

成支援を目的とした貸出金等の運転資金に全額充当し、金融仲介機能の更なる発揮による地元中小企業をはじめ

とする地域のお客さまへの円滑な資金供給の強化と各種サービスの向上のために、積極的に随時活用してまいり

ます。
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④　資金使途の合理性に関する考え方

本第三者割当増資は、上記「③　調達する資金の具体的な使途」に記載のとおりの使途に充当することによ

り、貸出先企業のみならず福島の復興・地域創生を進める地域企業の新たな借入需要にもつながると想定される

ほか、当行の中長期的な企業価値の向上に資するものであり、最終的には、当行の既存株主の利益向上に繋がる

ものであると考えており、本第三者割当増資の資金使途については合理性があると判断しております。

それに加えて、本第三者割当増資によって、当行の自己資本を増強することが可能となり、自己資本比率の安

定的な維持・向上を果たすことができると考えられます。上記「③　調達する資金の具体的な使途」に記載のと

おりの使途に充当し、地域の取引先に円滑に資金供給を行うという地域金融機関としての責務を一層果たすこと

も可能になり、ひいては営業基盤である福島の地域創生に資するものと考えられます。

このように、本第三者割当増資によって、中期経営計画の遂行による中長期的な企業価値向上に向けた各種施

策を実施できるだけでなく、自己資本比率の増強や財務基盤の強化を図ることによって、上述したような地域金

融機関としての責務を果たすことができるという面からも、資金使途についての合理性があると判断しておりま

す。

 

第２ 【売出要項】

該当事項はありません。
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【募集又は売出しに関する特別記載事項】

 

当行は、本第三者割当増資と同時に、2024年５月14日(火)開催の取締役会において、定款の一部変更及び準備金の額

の減少について決議しております。

それぞれの概要は以下のとおりです。

 

１．定款の一部変更

(1) 本定款変更の目的

当行を取り巻く市場環境等に応じて、地域社会において継続的かつ円滑に金融仲介機能を発揮していくため、今

後の中長期的な資本政策及び財務戦略上の柔軟性、機動性の確保の観点から、将来的な資本戦略の選択肢の一つと

して、以下のとおり、新たな種類の株式としてのＢ種優先株式の発行を可能にするために諸規定の追加を行うもの

です。なお、Ｂ種優先株式の内容の一部については、定款では要綱のみを定め、詳細については取締役会で定める

こととしております。

①　新たな株式の種類としてＢ種優先株式を追加するため、現行定款第５条にＢ種優先株式の発行可能種類株式総

数を新たに追加するとともに、普通株式の交付と引換えの取得に備えて普通株式の発行可能種類株式総数を増

加させ、発行可能株式総数も増加させるものであります。

②　変更案第２章の３においてＢ種優先株式に関する規定を追加するとともに、その他所要の変更を行うものであ

ります。

 

(2) 本定款変更の内容

 (下線は変更箇所を示します。)

現　行　定　款 変　更　案

 
第１条～第４条　(条文省略)

 

 
第１条～第４条　(現行どおり)

 
第２章　株式

 
第２章　株式

 
第５条(発行可能株式総数・発行可能種類株式総数)

当銀行の発行可能株式総数は９千万株とし、普通

株式の発行可能種類株式総数は９千万株、Ａ種優先

株式の発行可能種類株式総数は９千万株とする。

 

第５条(発行可能株式総数・発行可能種類株式総数)

当銀行の発行可能株式総数は112百万株とする。

２　 　当銀行の発行可能種類株式総数は普通株式112百万

株、Ａ種優先株式90百万株、Ｂ種優先株式10百万株

とする。

 
第６条　(条文省略)

 
第６条　(現行どおり)

 
第７条(単元株式数)

当銀行の普通株式およびＡ種優先株式の単元株式

数は、それぞれ、100株とする。

 

第７条(単元株式数)

当銀行の全ての種類の株式の単元株式数は、それ

ぞれ、100株とする。

 
第８条～第12条　(条文省略)

 
第８条～第12条　(現行どおり)

 
第２章の２　優先株式

 
第２章の２　Ａ種優先株式

 
第12条の２～第12条の９　(条文省略)

 
第12条の２～第12条の９　(現行どおり)
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現　行　定　款 変　更　案

＜新設＞

 
第２章の３　Ｂ種優先株式

 
＜新設＞

 
第12条の10(Ｂ種優先配当金)

当銀行は、第50条に定める剰余金の配当をすると

きは、当該剰余金の配当に係る基準日の最終の株主

名簿に記載または記録されたＢ種優先株式を有する

株主(以下「Ｂ種優先株主」という。)またはＢ種優

先株式の登録株式質権者(以下「Ｂ種優先登録株式

質権者」という。)に対し、普通株式を有する株主

(以下「普通株主」という。)および普通株式の登録

株式質権者(以下「普通登録株式質権者」という。)

に先立ち、Ｂ種優先株式１株につき、Ｂ種優先株式

１株当たりの払込金額相当額(ただし、Ｂ種優先株

式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併

合またはこれに類する事由があった場合には、適切

に調整される。)に、Ｂ種優先株式の発行に先立っ

て取締役会の決議によって定める配当年率を乗じて

算出した額の金銭(以下「Ｂ種優先配当金」とい

う。)の配当をする。配当年率は８％を上限とす

る。ただし、当該基準日の属する事業年度において

Ｂ種優先株主またはＢ種優先登録株式質権者に対し

て第12条の３に定めるＢ種優先中間配当金を支払っ

たときは、その額を控除した額とする。

２　 　ある事業年度においてＢ種優先株主またはＢ種優

先登録株式質権者に対してする剰余金の配当の額が

Ｂ種優先配当金の額に達しないときは、その不足額

は翌事業年度以降に累積しない。

３　 　Ｂ種優先株主またはＢ種優先登録株式質権者に対

しては、Ｂ種優先配当金の額を超えて剰余金の配当

は行わない。ただし、当銀行が行う吸収分割手続の

中で行われる会社法第758条第８号ロもしくは同法第

760条第７号ロに規定される剰余金の配当または当銀

行が行う新設分割手続の中で行われる同法第763条第

12号ロもしくは同法第765条第1項第8号ロに規定され

る剰余金の配当についてはこの限りではない。

 
＜新設＞

 
第12条の11(Ｂ種優先中間配当金)

当銀行は、第51条に定める中間配当をするとき

は、当該中間配当に係る基準日の最終の株主名簿に

記載または記録されたＢ種優先株主またはＢ種優先

登録株式質権者に対し、普通株主および普通登録株

式質権者に先立ち、Ｂ種優先株式１株につき、Ｂ種

優先配当金の額の２分の１を上限とする金銭(以下

「Ｂ種優先中間配当金」という。)を支払う。

 
＜新設＞

 

第12条の12(Ｂ種優先株主に対する残余財産の分配)

当銀行は、残余財産を分配するときは、Ｂ種優先

株主またはＢ種優先登録株式質権者に対し、普通株

主および普通登録株式質権者に先立ち、Ｂ種優先株

式１株につき、Ｂ種優先株式１株当たりの払込金額

相当額を踏まえてＢ種優先株式の発行に先立って取

締役会の決議によって定める額の金銭を支払う。

２　 　Ｂ種優先株主またはＢ種優先登録株式質権者に対

しては、前項のほか、残余財産の分配は行わない。
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現　行　定　款 変　更　案

＜新設＞

 
第12条の13(Ｂ種優先株主の議決権)

Ｂ種優先株主は、全ての事項につき株主総会にお

いて議決権を行使することができない。

 
＜新設＞

 
第12条の14(金銭を対価とする取得条項)

当銀行は、Ｂ種優先株式の発行に先立って取締役

会の決議によって定める事由が生じた場合に取締役

会が別に定める日が到来したときは、法令上可能な

範囲で、Ｂ種優先株式の全部または一部を取得する

ことができる。この場合、当銀行は、かかるＢ種優

先株式を取得するのと引換えに、次項に定める財産

をＢ種優先株主に対して交付するものとする。

なお、Ｂ種優先株式の一部を取得するときは、按

分比例の方法による。

２　 　当銀行は、Ｂ種優先株式の取得と引換えに、Ｂ種

優先株式１株につき、Ｂ種優先株式の払込金額相当

額を踏まえてＢ種優先株式の発行に先立って取締役

会の決議によって定める額の金銭を交付する。

 
＜新設＞

 
第12条の15(普通株式を対価とする取得条項)

当銀行は、Ｂ種優先株式の発行に先立って取締役

会が別途定める日をもって、当該日までに当銀行に

取得されていないＢ種優先株式の全てを取得する。

この場合、当銀行は、かかるＢ種優先株式を取得す

るのと引換えに、各Ｂ種優先株主に対し、その有す

るＢ種優先株式数にＢ種優先株式１株当たりの払込

金額相当額(ただし、Ｂ種優先株式につき、株式の

分割、株式無償割当て、株式の併合またはこれに類

する事由があった場合には、適切に調整される。)

を乗じた額を普通株式の時価で除した数の普通株式

を交付するものとし、その詳細はＢ種優先株式の発

行に先立って取締役会の決議によって定める。当該

取締役会では交付すべき普通株式数の上限の算定方

法を定めることができる。Ｂ種優先株式の取得と引

換えに交付すべき普通株式の数に１株に満たない端

数がある場合には、会社法第234条に従ってこれを

取扱う。

 
＜新設＞

 
第12条の16(株式の分割または併合および株式無償割当て)

当銀行は、株式の分割または併合を行うときは、

普通株式およびＢ種優先株式の種類ごとに、同時に

同一の割合で行う。

２　 　当銀行は、株式無償割当てを行うときは、普通株

式およびＢ種優先株式の種類ごとに、当該種類の株

式の無償割当てを、同時に同一の割合で行う。

 
＜新設＞

 
第12条の17(種類株主総会)

当銀行が会社法第322条第１項各号に掲げる行為

をする場合には、法令に別段の定めがある場合を除

き、Ｂ種優先株主を構成員とする種類株主総会の決

議を要しない。
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現　行　定　款 変　更　案

＜新設＞

 
第12条の18(譲渡制限)

Ｂ種優先株式を譲渡により取得することについて

は当銀行取締役会の承認を要する。

 
＜新設＞

 
第12条の19(優先順位)

Ａ種優先株式およびＢ種優先株式に係る優先配当

金、優先中間配当金および残余財産の分配における

支払順位は同順位とする。

 
第13条～第52条　(条文省略)

 
第13条～第52条　(現行どおり)

 
 

 

(3) 本定款変更の日程

取締役会決議日：2024年５月14日

定時株主総会決議日：2024年６月25日(予定)

定款の一部変更の効力発生日：2024年６月25日(予定)

 

２．資本準備金及び利益準備金の額の減少

(1) 資本準備金及び利益準備金の額の減少の目的

今後の資本政策の機動性及び柔軟性を確保するためであります。

 

(2) 減少すべき資本準備金及び利益準備金の額

資本準備金　555,000,000円

利益準備金　492,000,000円

 

(3) 資本準備金及び利益準備金の額の減少の方法

減少する資本準備金の額の全額をその他資本剰余金に、減少する利益準備金の額の全額を繰越利益剰余金に振り

替えることといたします。

 

(4) 資本準備金及び利益準備金の額の減少の日程

取締役会決議日　　　　　　　2024年５月14日

定時株主総会決議日　　　　　2024年６月25日(予定)

債権者異議申述公告　　　　　2024年６月28日(予定)

債権者異議申述最終期日　　　2024年７月29日(予定)

効力発生日　　　　　　　　　2024年７月30日(予定)
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第３ 【第三者割当の場合の特記事項】

 

１ 【割当予定先の状況】
 

ａ．割当予定先

の概要

名称 ＳＢＩ地銀ホールディングス株式会社

本店の所在地 東京都港区六本木一丁目６番１号

代表者の役職及び氏名 代表取締役社長　森田　俊平

資本金 58,750,000,000円(2024年３月31日現在)

事業の内容

銀行法により子会社とすることができる会社の経営管理、その

他当該業務に付帯する業務、及び銀行法により銀行持株会社が

営むことができる業務

主たる出資者及びその出資比率 ＳＢＩホールディングス株式会社　100％

ｂ．提出者と割

当予定先と

の間の関係

出資関係

当行が保有している割

当予定先の株式の数

当行は割当予定先であるＳＢＩ地銀ホールディングス株式会社

(以下「ＳＢＩ地銀ホールディングス」といいます。)の株式を

保有しておりません。

なお、当行は、割当予定先のグループ会社であるＳＢＩレミッ

ト株式会社(所在地：東京都文京区大塚二丁目９番３号、代表

者：木村美礼)へ500千円(16株、出資比率0.03％)、ＳＢＩイン

ベストメント株式会社(所在地：東京都港区六本木一丁目６番１

号、代表者：北尾吉孝)が設立・運営するＳＢＩ ＡＩ＆Ｂｌｏ

ｃｋｃｈａｉｎ投資事業有限責任組合へ100百万円(１口、出資

比率0.16％)、ＳＢＩ地域事業承継投資株式会社(所在地：東京

都港区六本木一丁目６番１号、代表者：今井章)が設立・運営す

るＳＢＩ地域事業承継投資１号投資事業有限責任組合へ100百万

円(１口、出資比率1.95％)、ＳＢＩ地域事業承継投資２号投資

事業有限責任組合へ20百万円(１口、出資比率0.32％)を出資し

ております。

また、ＳＢＩ地方創生バンキングシステム株式会社(所在地：東

京都港区六本木一丁目６番１号、代表者：森田俊平)が設立・運

営する地方創生バンキングシステム１号匿名組合へ3,000百万円

(30口、出資比率13.63％)を出資しております。

割当予定先が保有して

いる当行の株式の数

割当予定先は、当行普通株式を5,000,000株(持株比率：

17.86％)保有しております。

また、割当予定先のグループ会社であるＳＢＩアセットマネジ

メント株式会社(所在地：東京都港区六本木一丁目６番１号、代

表者：梅本賢一)を委託会社とするＳＢＩ地域銀行価値創造ファ

ンドは、当行の株式373,200株(持株比率：1.33％)を保有してお

ります。
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人事関係

割当予定先のグループ会社であるＳＢＩネオファイナンシャル

サービシーズ株式会社の取締役会長である篠原秀典氏は、当行

の取締役であります。

資金関係

当行は、ＳＢＩホールディングスとの間に融資取引はありませ

ん。

また、当行はいずれも割当予定先のグループ会社である株式会

社ＳＢＩ新生銀行(所在地：東京都中央日本橋室町二丁目４番３

号、代表者：川島克哉)、ＳＢＩエステートファイナンス株式会

社(所在地：東京都新宿区西新宿二丁目６番１号、代表者：高橋

和彦)、ＳＢＩ　ＦｉｎＴｅｃｈ　Ｓｏｌｕｔｉｏｎｓ株式会社

(所在地：東京都渋谷区渋谷二丁目１番１号、代表者：金子雄

一)、ＳＢＩリーシングサービス株式会社(所在地：東京都港区

六本木一丁目６番１号、代表者：佐藤公平)、昭和リース株式会

社(住所：東京都中央区日本橋室町二丁目４番３号、代表者：平

野昇一)、株式会社ＴＨＥグローバル社(住所：東京都新宿区西

新宿二丁目４番１号、代表者：岡田圭司)との間に融資取引があ

ります。

技術関係

当行は、割当予定先のグループ会社である株式会社ＳＢＩ証券

(所在地：東京都港区六本木一丁目６番１号、代表者：髙村正

人)との間で金融商品仲介業務に関する提携を、ＳＢＩマネープ

ラザ株式会社(所在地：東京都港区六本木一丁目６番１号、代表

者：太田智彦)との間で共同店舗の運営業務に関する提携を、Ｓ

ＢＩ生命保険株式会社(所在地：東京都港区六本木一丁目６番１

号、代表者：小野尚)との間で、団体信用生命保険業務に関する

提携を、ＳＢＩホールディングスグループの持分法適用関連会

社である株式会社まちのわ(所在地：東京都港区六本木一丁目６

番１号、代表者：入戸野真弓)との間で地方創生及び地域活性化

の取組みに関する業務提携を、ＳＢＩ損害保険株式会社(所在

地：東京都港区六本木一丁目６番１号、代表者：五十嵐正明)と

の間で損害保険代理店委託契約を、ＳＢＩアルヒ株式会社(所在

地：東京都港区六本木一丁目６番１号、代表者：勝屋敏彦)との

間で住宅ローン商品に関する業務提携を、ＳＢＩベネフィッ

ト・システムズ株式会社(所在地：東京都港区六本木一丁目６番

１号、代表者：松井真治)との間で確定拠出年金に関する協業

を、ＳＢＩレミット株式会社(所在地：東京都文京区大塚二丁目

９番３号、代表者：木村美礼)との間で国際送金サービスの業務

提携をしております。

また、当行は、割当予定先のグループ会社である住信ＳＢＩ

ネット銀行株式会社(所在地：東京都港区六本木一丁目６番１

号、代表者：円山法昭)との間で銀行代理業務に関する提携をし

ています。

取引関係

当行は、割当予定先のグループ会社であるＳＢＩネオファイナ

ンシャルサービシーズ株式会社(所在地：東京都港区六本木一丁

目６番１号、代表者：吉木直道)との間にバンキングアプリに関

する取引、ＳＢＩアセットマネジメント株式会社(所在地：東京

都港区六本木一丁目６番１号、代表者：梅本賢一)との間に有価

証券運用に関する取引等があります。
 

(注)　割当予定先の概要及び提出者と割当予定先との間の関係は、別途記載のある場合を除き、本有価証券届出書提

出日現在のものであります。
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ｃ．割当予定先の選定理由

当行は、2019年11月11日に割当予定先の親会社であるＳＢＩホールディングスと資本業務提携契約を締結し、グ

ループを通じて様々な連携を実施しております。具体的には、ＳＢＩマネープラザ株式会社との共同店舗の運営、

ＳＢＩネオファイナンシャルサービシーズ株式会社などが提供するバンキングアプリの導入、ＳＢＩ証券株式会社

との金融商品仲介業に係るサービスや住信ＳＢＩネット銀行株式会社の住宅ローンなど銀行代理業の強化、ＳＢＩ

グローバルアセットマネジメント株式会社による有価証券の運用などがあげられます。ＳＢＩグループは、当行の

業務、及び財務内容に関する状況を十分に理解いただいております。また、当行がファースト利用行となる次世代

バンキングシステムの開発に共に取り組んでおり、次世代バンキングシステムを活用したビジネスモデルの転換な

ど更なる連携の強化を図ってまいります。

次世代バンキングシステムを最大限活用し、対面営業を強化することなど新中期経営計画を推進することで、地

域の事業者等への資金繰り支援を進めていくために、本第三者割当増資によって、当行の自己資本比率の維持・向

上を図るとともに、地元取引先への円滑な資金供給を行うという地域金融機関としての責務を一層果たしていくと

いう当行の方針にご理解を頂いたことから、本第三者割当増資の割当予定先として適切であると判断し、選定いた

しました。

 

ｄ．割り当てようとする株式の数

ＳＢＩ地銀ホールディングス株式会社　当行普通株式　6,900,000株

 

ｅ．株券等の保有方針

当行は、割当予定先が、本第三者割当増資により取得する株式を中長期的に保有する方針である旨の報告を受け

ております。

加えて、当行は、割当予定先が払込期日から２年間において、割当予定先が本第三者割当増資により取得する本

普通株式の全部又は一部を譲渡した場合には、譲渡を受けた者の氏名及び住所、譲渡株式数、譲渡日、譲渡価格、

譲渡の理由、譲渡の方法等の内容を直ちに書面にて当行へ報告すること、当行が当該報告内容を株式会社東京証券

取引所(以下「東京証券取引所」といいます。)に報告すること、並びに当該報告内容が公衆縦覧に供されることに

同意することにつき、割当予定先から確約書を得る予定であります。

 

ｆ．払込みに要する資金等の状況

当行は、割当予定先が、割当予定先の親会社であるＳＢＩホールディングスから、本第三者割当増資に係る払込

金額の総額を払い込むために必要な資金の融資を受けることを確認しており、割当予定先から、かかる融資により

調達する資金を含め、本第三者割当増資に係る払込金額の総額の払込に要する資金は確保されている旨の報告を受

けております。なお、当行は、ＳＢＩホールディングスが2024年２月14日に関東財務局長宛に提出している第26期

第３四半期四半期報告書における要約四半期連結財政状態計算書を確認する方法により、割当予定先が属するＳＢ

Ｉグループが、本第三者割当増資に係る払込金額の総額の払込みのために十分な資金を保有していることを確認し

ております。

以上より、当行は、割当予定先が払込日までに本第三者割当増資に係る割当予定株式を引き受けるのに十分な資

金を確保できるものと判断しております。
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ｇ．割当予定先の実態

当行は、割当予定先から、割当予定先及びその子会社並びにそれらの役員及び重要な使用人が、反社会的勢力に

該当しないこと、また、割当予定先が反社会的勢力との関係性を有しないことに関する誓約を受けております。

また、当行は、割当予定先の親会社であるＳＢＩホールディングスが、東京証券取引所プライム市場に上場して

おり、同社が東京証券取引所に提出した2023年12月15日付「コーポレート・ガバナンスに関する報告書」の「Ⅳ　

内部統制システム等に関する事項」の「２　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況」におい

て、「ＳＢＩグループでは、その行動規範において反社会的勢力には毅然として対決する」旨を定めるとともに、

ＳＢＩグループの役職員を対象とした研修の開催等、反社会的勢力との関係遮断の意識向上を図るとともに、「企

業が反社会的勢力による被害を防止するための指針」に従って対応することを記載したマニュアルの配布等、その

周知徹底を図っていることを確認しております。

上述を踏まえ、当行は、割当予定先及び同社役員が反社会的勢力ではなく、また反社会的勢力との関係を有して

いないものと判断し、東京証券取引所に対し「割当を受ける者と反社会的勢力との関係がない事を示す確認書(第三

者割当)」を提出しております。

 

２ 【株券等の譲渡制限】

該当事項はありません。

 

３ 【発行条件に関する事項】

(1) 払込金額の算定根拠及びその合理性に関する考え方

本普通株式の発行価格は、本第三者割当増資に係る取締役会決議日の直前営業日(2024年５月13日)の東京証券取

引所における当行の普通株式の終値である304円を参考とし、割当予定先と協議をした結果、当該金額に対して

8.88％(小数点以下第三位を四捨五入。ディスカウント率の計算において以下同じ。)のディスカウントをした277円

といたしました。

当行は、直近の市場株価は当行の業績動向、財務状況、株価動向等を最も反映した価格であると判断し、本第三

者割当増資に係る取締役会決議日の直前営業日(2024年５月13日)の東京証券取引所における当行の普通株式の終値

を基準に本普通株式の発行価格を決めることが妥当であると考えたうえで、当行の中期経営計画を遂行するにあた

りＳＢＩグループとの更なる連携が重要であり、それは、当行の中長期的な企業価値向上ひいては営業基盤である

福島の地域創生に資することを踏まえれば、基準となる当行の普通株式の直前の市場株価に対して一定のディスカ

ウントをしたとしてもなお、ＳＢＩグループとの連携を更に強化し、本第三者割当増資を実施することは合理的で

あると判断し、割当予定先と協議を重ね、最終的に、上記発行価格とすることを決定いたしました。

上記発行価格は、日本証券業協会の「第三者割当増資の取扱いに関する指針」(平成22年４月１日制定)に準拠し

たものであり、会社法第199条第３項に規定されている特に有利な金額には該当しないものと判断しております。ま

た、本第三者割当増資に係る取締役会に参加した監査役全員は、日本証券業協会の「第三者割当増資の取扱いに関

する指針」(平成22年４月１日制定)に準拠したものであり、上記発行価格が特に有利な金額に該当しない旨の適法

性に関する意見を表明しております。

なお、上記発行価格は、本第三者割当増資に係る取締役会決議日の直前１ヶ月間(2024年４月14日から2024年５月

13日まで)の終値の平均値である304円(円未満切捨)に対しては8.88％のディスカウント、同直前３ヶ月間(2024年２

月14日から2024年５月13日まで)の終値の平均値である289円(円未満切捨)に対しては4.15％のディスカウント、同

直前６ヶ月間(2023年11月14日から2024年５月13日まで)の終値の平均値である265円(円未満切捨)に対しては4.53％

のプレミアムとなります。

 
(2) 発行数量及び株式の希薄化の規模に合理性があると判断した根拠

本普通株式の発行株式数6,900,000株(議決権数69,000個)につき、2024年３月31日現在の当行発行済株式総数

28,000,000株(議決権個数279,081個)を分母とする希薄化率は24.64％(議決権ベースの希薄化率は24.72％)に相当し

ます。

しかしながら、当行の中期経営計画を遂行するにあたりＳＢＩグループとの更なる連携が重要であり、それは、

当行の中長期的な企業価値向上ひいては営業基盤である福島の地域創生に資するものと考えておりますので、本第

三者割当増資における株式の発行数量及び株式の希薄化の規模は、合理的な水準であると判断しております。
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４ 【大規模な第三者割当に関する事項】

該当事項はありません。

 

５ 【第三者割当後の大株主の状況】
 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

総議決権数に
対する所有議
決権数の割合
(％)

割当後の所有
株式数
(千株)

割当後の総議
決権数に対す
る所有議決権
数の割合(％)

ＳＢＩ地銀ホールディングス
株式会社

東京都港区六本木一丁目６番
１号

5,000 17.92 11,900 34.19

技研ホールディングス株式会
社

東京都千代田区神田東松下町
17番地

1,399 5.01 1,399 4.02

株式会社日本カストディ銀行
(信託口)

東京都中央区晴海一丁目８番
12号

1,144 4.10 1,144 3.29

福島銀行従業員持株会 福島県福島市万世町２番５号 896 3.21 896 2.57

日本マスタートラスト信託銀
行株式会社(信託口)

東京都港区赤坂一丁目８番１
号赤坂インターシティＡＩＲ

894 3.21 894 2.57

松井証券株式会社
東京都千代田麹町一丁目４番
地

740 2.65 740 2.13

株式会社日本カストディ銀行
(信託口４)

東京都中央区晴海一丁目８番
12号

686 2.46 686 1.97

田中偉嗣 東京都杉並区 641 2.30 641 1.84

株式会社アラジン
福島県郡山市島二丁目32番24
号

538 1.93 538 1.55

野村證券株式会社
東京都中央区日本橋一丁目13
番１号

341 1.22 341 0.98

計 ― 12,281 44.01 19,181 55.11
 

(注) １．本第三者割当増資前の大株主の構成は、2024年３月31日現在の株主名簿を基準としております。

２．所有議決権数の割合は小数点以下第三位を四捨五入しております。

３．「割当後の総議決権数に対する所有議決権数の割合」は、2024年３月31日現在の議決権の数(279,081個)に

本第三者割当増資により増加する議決権数(69,000個)を加えた数(348,081個)で除して算出した数値であり

ます。

４．募集後のＳＢＩグループの持株比率は、ＳＢＩ地銀ホールディングス(11,900,000株)及びＳＢＩ地域銀行価

値創造ファンド(373,200株)の保有株数を合算した35.17％(議決権数の割合は35.26％)となります。

５．上記の信託銀行所有株式数のうち、当該銀行の信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

株式会社日本カストディ銀行(信託口)　　　　　　　　467千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)　　　331千株

 

６ 【大規模な第三者割当の必要性】

該当事項はありません。

 

７ 【株式併合等の予定の有無及び内容】

該当事項はありません。

 

８ 【その他参考になる事項】

該当事項はありません。

 

第４ 【その他の記載事項】

 

該当事項はありません。
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第二部 【公開買付け又は株式交付に関する情報】

 

該当事項はありません。

 

第三部 【追完情報】

 

第１　事業等のリスクについて

 

「第四部　組込情報」に掲げた第157期有価証券報告書及び第158期第３四半期報告書(以下「有価証券報告書等」とい

います。)に記載された「事業等のリスク」について、当該有価証券報告書等の提出日以降、本有価証券届出書提出日

(2024年５月14日)までの間において生じた変更、その他の事由はありません。

また、当該有価証券報告書等に記載されている将来に関する事項は、本有価証券届出書提出日(2024年５月14日)にお

いても変更の必要はなく、新たに記載する将来に関する事項もないと判断しています。

 

第２　臨時報告書の提出

 

「第四部　組込情報」に掲げた第157期有価証券報告書の提出日以降、本有価証券届出書提出日までの間において、以

下の臨時報告書を関東財務局長に提出しています。

 

(2023年６月26日提出の臨時報告書)

１　提出理由　

当行は、2023年６月20日開催の第157回定時株主総会において、決議事項が決議されましたので、金融商品取引法

第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づき、本臨時報告書

を提出するものであります。

 

２　報告内容

(1) 株主総会が開催された年月日

2023年６月20日

 

(2) 決議事項の内容

第１号議案　剰余金処分の件

期末配当に関する事項

①　配当財産の種類

金銭

②　株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当行普通株式１株につき金５円　総額139,871,655円

③　剰余金の配当が効力を生じる日

2023年６月21日

 

第２号議案　取締役７名選任の件

取締役として、加藤容啓、佐藤明則、鈴木岳伯、佐藤俊彦、二瓶由美子、石井浩、篠原秀典を選

任する。

 

第３号議案　監査役１名選任の件

監査役として、紺野明弘を選任する。
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(3) 決議事項に対する賛成、反対及び棄権の意思の表示に係る議決権の数、当該決議事項が可決されるための要件

並びに当該決議の結果

 

決議事項
賛成数
(個)

反対数
(個)

棄権数
(個)

可決要件
決議の結果及び
賛成(反対)割合

(％)

第１号議案
剰余金処分の件

196,506 780 0 (注)１ 可決 99.60

第２号議案
取締役７名選任の件

   

(注)２

  

加　藤　容　啓 166,244 31,050 0 可決 84.26

佐　藤　明　則 169,519 27,775 0 可決 85.92

鈴　木　岳　伯 171,994 25,300 0 可決 87.17

佐　藤　俊　彦 172,084 25,210 0 可決 87.22

二　瓶　由美子 171,857 25,437 0 可決 87.10

石　井　　　浩 193,481 3,813 0 可決 98.06

篠　原　秀　典 163,489 33,805 0 可決 82.86

第３号議案
監査役１名選任の件

   
(注)２

  

紺　野　明　弘 196,231 1,066 0 可決 99.45
 

(注) １．出席した株主の議決権の過半数の賛成による。

２．議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、出席した当該株主の議

決権の過半数の賛成による。

 

(4) 株主総会に出席した株主の議決権の数の一部を加算しなかった理由

本総会前日までの事前行使分及び当日出席の一部の株主から各議案の賛否に関して確認できたものを合計した

ことにより可決要件を満たし会社法上適法に決議が成立したため、本総会当日出席の株主のうち、賛成、反対及

び棄権の確認ができていない議決権数は加算しておりません。
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第３　最近の業績の概要について

 
第158期事業年度(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)の業績の概要

2024年５月14日開催の取締役会で承認され、2024年５月14日に公表した第158期事業年度(2023年４月１日から2024年

３月31日まで)の連結財務諸表は以下のとおりであります。

なお、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査法人の監査を終了していないため、監査報告書は受領し

ておりません。
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連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表
           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

資産の部   

 現金預け金 76,258 79,108

 商品有価証券 119 212

 金銭の信託 1,007 1,006

 有価証券 157,592 155,236

 貸出金 582,314 580,105

 リース債権及びリース投資資産 4,803 4,349

 その他資産 13,099 3,843

 有形固定資産 9,269 9,500

  建物 3,304 3,133

  土地 5,469 5,469

  その他の有形固定資産 496 897

 無形固定資産 244 302

  ソフトウエア 134 196

  その他の無形固定資産 110 106

 退職給付に係る資産 - 72

 繰延税金資産 329 -

 支払承諾見返 414 334

 貸倒引当金 △5,575 △5,119

 資産の部合計 839,877 828,952
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

負債の部   

 預金 763,603 790,430

 譲渡性預金 500 7,674

 借用金 47,634 2,130

 その他負債 2,324 2,335

 賞与引当金 179 175

 退職給付に係る負債 187 64

 睡眠預金払戻損失引当金 78 51

 利息返還損失引当金 3 3

 繰延税金負債 36 27

 再評価に係る繰延税金負債 641 641

 支払承諾 414 334

 負債の部合計 815,602 803,866

純資産の部   

 資本金 18,682 18,682

 資本剰余金 1,802 1,802

 利益剰余金 9,723 10,450

 自己株式 △20 △20

 株主資本合計 30,188 30,915

 その他有価証券評価差額金 △6,678 △6,693

 土地再評価差額金 717 717

 退職給付に係る調整累計額 △93 3

 その他の包括利益累計額合計 △6,054 △5,972

 非支配株主持分 141 143

 純資産の部合計 24,275 25,086

負債及び純資産の部合計 839,877 828,952
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 2022年４月１日
　至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
　至 2024年３月31日)

経常収益 13,290 13,303

 資金運用収益 7,725 7,542

  貸出金利息 6,763 6,802

  有価証券利息配当金 769 616

  コールローン利息及び買入手形利息 0 0

  預け金利息 192 122

  その他の受入利息 0 1

 役務取引等収益 2,569 2,792

 その他経常収益 2,996 2,968

  償却債権取立益 68 71

  その他の経常収益 2,927 2,896

経常費用 12,145 12,112

 資金調達費用 98 100

  預金利息 87 86

  譲渡性預金利息 0 0

  コールマネー利息及び売渡手形利息 - 0

  借用金利息 7 10

  その他の支払利息 3 3

 役務取引等費用 1,191 1,169

 その他業務費用 1 50

 営業経費 7,785 7,842

 その他経常費用 3,069 2,948

  貸倒引当金繰入額 335 345

  その他の経常費用 2,733 2,603

経常利益 1,145 1,190

特別損失 0 5

 固定資産処分損 0 5

税金等調整前当期純利益 1,144 1,184

法人税、住民税及び事業税 243 36

法人税等調整額 21 278

法人税等合計 264 315

当期純利益 879 869

非支配株主に帰属する当期純利益 10 3

親会社株主に帰属する当期純利益 868 866
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連結包括利益計算書

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 2022年４月１日
　至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
　至 2024年３月31日)

当期純利益 879 869

その他の包括利益 △3,817 81

 その他有価証券評価差額金 △3,773 △15

 退職給付に係る調整額 △44 97

包括利益 △2,938 951

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 △2,948 948

 非支配株主に係る包括利益 10 3
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（３）連結株主資本等変動計算書

　前連結会計年度(自　2022年４月１日　至　2023年３月31日)

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 18,682 1,802 8,994 △19 29,459

当期変動額      

剰余金の配当   △139  △139

親会社株主に帰属す

る当期純利益
  868  868

自己株式の取得    △0 △0

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

     

当期変動額合計 - - 728 △0 728

当期末残高 18,682 1,802 9,723 △20 30,188
 

 

 
その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
土地再評価差額金

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 △2,905 717 △48 △2,236 131 27,354

当期変動額       

剰余金の配当     △0 △140

親会社株主に帰属す

る当期純利益
     868

自己株式の取得      △0

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

△3,773 - △44 △3,817 10 △3,806

当期変動額合計 △3,773 - △44 △3,817 9 △3,078

当期末残高 △6,678 717 △93 △6,054 141 24,275
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　当連結会計年度(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 18,682 1,802 9,723 △20 30,188

当期変動額      

剰余金の配当   △139  △139

親会社株主に帰属す

る当期純利益
  866  866

自己株式の取得    △0 △0

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

     

当期変動額合計 - - 726 △0 726

当期末残高 18,682 1,802 10,450 △20 30,915
 

 

 
その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
土地再評価差額金

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 △6,678 717 △93 △6,054 141 24,275

当期変動額       

剰余金の配当     △0 △140

親会社株主に帰属す

る当期純利益
     866

自己株式の取得      △0

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

△15 - 97 81 3 85

当期変動額合計 △15 - 97 81 2 810

当期末残高 △6,693 717 3 △5,972 143 25,086
 

 

EDINET提出書類

株式会社　福島銀行(E03637)

有価証券届出書（組込方式）

25/43



 

（４）連結キャッシュ・フロー計算書
           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 2022年４月１日
　至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
　至 2024年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 1,144 1,184

 減価償却費 614 538

 貸倒引当金の増減（△） 335 345

 賞与引当金の増減額（△は減少） 6 △4

 退職給付に係る資産の増減額（△は増加） ― △72

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 74 △123

 睡眠預金払戻損失引当金の増減（△） △35 △27

 資金運用収益 △7,725 △7,542

 資金調達費用 98 100

 有価証券関係損益（△） 50 28

 金銭の信託の運用損益（△は運用益） ― △0

 固定資産処分損益（△は益） 0 3

 貸出金の純増（△）減 △12,571 1,410

 預金の純増減（△） △11,175 26,826

 譲渡性預金の純増減（△） ― 7,174

 
借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減
（△）

12,042 △45,504

 預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 320 △316

 外国為替（資産）の純増（△）減 228 ―

 外国為替（負債）の純増減（△） △27 ―

 資金運用による収入 7,754 7,572

 資金調達による支出 △104 △107

 その他 1,805 9,825

 小計 △7,164 1,314

 法人税等の支払額 △266 △129

 営業活動によるキャッシュ・フロー △7,431 1,184

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有価証券の取得による支出 △15,567 △11,976

 有価証券の売却による収入 0 384

 有価証券の償還による収入 9,351 13,836

 有形固定資産の取得による支出 △200 △636

 無形固定資産の取得による支出 △38 △118

 投資活動によるキャッシュ・フロー △6,454 1,489
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           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 2022年４月１日
　至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
　至 2024年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 配当金の支払額 △139 △139

 非支配株主への配当金の支払額 △0 △0

 自己株式の取得による支出 △0 △0

 財務活動によるキャッシュ・フロー △140 △140

現金及び現金同等物に係る換算差額 ― ―

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △14,026 2,533

現金及び現金同等物の期首残高 89,400 75,373

現金及び現金同等物の期末残高 75,373 77,907
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

 
(セグメント情報等)

(セグメント情報)

１　報告セグメントの概要

当行グループの報告セグメントは、当行グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取

締　　役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであ

ります。

なお、当行グループは、銀行業務を中心に、リース業務、クレジットカード業務及び信用保証業務などの金融

サービスを展開しております。

当行グループは、業種に特有の規制環境及びサービス別のセグメントから構成されており、「銀行業」、「リー

ス業」及び「クレジットカード業・信用保証業」の３つを報告セグメントとしております。

 

２　報告セグメントごとの経常収益、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理は、連結財務諸表作成において採用している会計処理の方法と同一で

あります。

なお、報告セグメントの利益は、経常利益ベースでの数値であります。また、セグメント間の内部経常収益は、

市場実勢価格に基づいております。
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３　報告セグメントごとの経常収益、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計期間(自 2022年４月１日　至 2023年３月31日)

 

報告セグメント(百万円)
合計
(百万円)

調整額
(百万円)

連結財務
諸表計上額
(百万円)銀行業 リース業

クレジット
カード業・信
用保証業

経常収益       

 外部顧客に対する経常収益 10,660 2,496 136 13,292 △2 13,290

 セグメント間の内部経常収益 66 75 0 143 △143 ―

計 10,727 2,572 137 13,436 △145 13,290

セグメント利益又は損失（△） 1,070 80 △6 1,145 ― 1,145

セグメント資産 835,526 5,972 780 842,279 △2,401 839,877

セグメント負債 813,653 3,767 582 818,003 △2,401 815,602

その他の項目       

減価償却費 570 43 5 619 △5 614

資金運用収益 7,730 0 13 7,743 △18 7,725

資金調達費用 88 23 4 116 △18 98

有形固定資産及び無形固定
　資産の増加額

177 57 3 238 ― 238
 

(注) １　一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。

２　調整額は、次のとおりであります。

(1) セグメント資産の調整額△2,401百万円は、セグメント間取引消去であります。

(2) セグメント負債の調整額△2,401百万円は、セグメント間取引消去であります。

(3) 減価償却費の調整額△5百万円は、未実現損益に係る調整であります。

(4) 資金運用収益及び資金調達費用の調整額は、いずれもセグメント間取引消去であります。

３　セグメント利益は、連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。
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当連結会計期間(自 2023年４月１日　至 2024年３月31日)

 

報告セグメント(百万円)
合計
(百万円)

調整額
(百万円)

連結財務
諸表計上額
(百万円)銀行業 リース業

クレジット
カード業・信
用保証業

経常収益       

 外部顧客に対する経常収益 10,754 2,425 123 13,303 ― 13,303

 セグメント間の内部経常収益 63 75 0 139 △139 ―

計 10,817 2,500 124 13,442 △139 13,303

セグメント利益又は損失（△） 1,141 62 △13 1,190 ― 1,190

セグメント資産 824,749 5,558 761 831,070 △2,117 828,952

セグメント負債 801,813 3,601 568 805,984 △2,117 803,866

その他の項目       

減価償却費 498 40 4 543 △4 538

資金運用収益 7,546 0 12 7,559 △16 7,542

資金調達費用 89 22 4 117 △16 100

有形固定資産及び無形固定
　資産の増加額

708 46 0 754 ― 754
 

(注) １　一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。

２　調整額は、次のとおりであります。

(1) セグメント資産の調整額△2,117百万円は、セグメント間取引消去であります。

(2) セグメント負債の調整額△2,117百万円は、セグメント間取引消去であります。

(3) 減価償却費の調整額△4百万円は、未実現損益に係る調整であります。

(4) 資金運用収益及び資金調達費用の調整額は、いずれもセグメント間取引消去であります。

３　セグメント利益は、連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

 

 
前連結会計年度

(自　2022年４月１日
至　2023年３月31日)

当連結会計年度
(自　2023年４月１日
至　2024年３月31日)

１株当たり純資産額 862円71銭 891円63銭

１株当たり当期純利益 31円 5銭 30円98銭
 

 
(注)　１　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

 
  

前連結会計年度末
(2023年３月31日)

当連結会計年度末
(2024年３月31日)

純資産の部の合計額 百万円 24,275 25,086

純資産の部の合計額から控除
する金額

百万円 141 143

　うち非支配株主持分 百万円 141 143

普通株式に係る期末の純資産額 百万円 24,133 24,942

１株当たり純資産額の算定に用
いられた期末の普通株式の数

千株 27,974 27,973
 

 
２　１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。

  
前連結会計年度

(自　2022年４月１日
至　2023年３月31日)

当連結会計年度
(自　2023年４月１日
至　2024年３月31日)

１株当たり当期純利益   

親会社株主に帰属する当期
純　利益

百万円 868 866

　普通株主に帰属しない金額 百万円 ― ―

普通株式に係る親会社株主に
帰属する当期純利益

百万円 868 866

　普通株式の期中平均株式数 千株 27,974 27,973
 

 
３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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第四部 【組込情報】

 

次に掲げる書類の写しを組み込んでおります。

 

有価証券報告書
事業年度
(第157期)

自 2022年４月１日
至 2023年３月31日

2023年６月21日
関東財務局長に提出

四半期報告書
事業年度

(第158期第３四半期)
自 2023年10月１日
至 2023年12月31日

2024年２月９日
関東財務局長に提出

 

なお、上記書類は、金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用電子情報処理組織(ＥＤＩＮＥＴ)を使用して提

出したデータを、開示用電子情報処理組織による手続の特例等に関する留意事項について(電子開示手続等ガイドライ

ン)Ａ４－１に基づき本有価証券届出書の添付書類としています。

 

第五部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。

 

第六部 【特別情報】

 
該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

2023年６月20日

株式会社　福島銀行

取締役会　御中
 

 

有限責任監査法人　トーマツ
 

仙台事務所  
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 五十嵐　　康　彦  

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 石　坂　　武　嗣  

 

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社福島銀行の2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財

務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社福島銀行及び連結子会社の2023年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ

る職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責

任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重

要であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見

の形成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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貸倒引当金の算定の前提となる債務者区分の判定

監査上の主要な検討事項の
内容及び決定理由

監査上の対応

貸倒引当金の算定の前提となる債務者区分の判定
会社及び連結子会社（以下、「会社」という。）は福
島県を中心とした営業エリアにおいて、幅広く法人・個
人向けに融資業務等を展開しており、連結貸借対照表に
記載されている通り、当連結会計年度末で582,314百万
円（総資産の約69.3%）の貸出金及び5,575百万円の貸倒
引当金を計上している。
会社は貸出金を含む与信残高の貸倒れによる損失のリ
スクに備えるため、連結財務諸表等の注記事項（連結財
務諸表作成のための基本となる重要な事項）の「４ 会
計方針に関する事項」の「(5) 貸倒引当金の計上基
準」、及び、（重要な会計上の見積り）の「１ 貸倒引
当金の算定における債務者区分の判定」に記載の通り、
予め定めている資産の自己査定基準に基づき債務者区分
を判定している。
会社は貸倒引当金を算定するための前提となる債務者
区分の判定に当たり、営業関連部署が資産査定を実施
し、本部の審査部署が当該査定結果を査閲するととも
に、更にこれらの部署から独立した資産監査部署が査定
結果を監査する内部統制を整備運用している。
債務者区分の判定に際して、各債務者に係る財務情
報、将来見込情報、融資契約条件、取引履歴、その他の
定性情報等に基づき、これらを総合的に勘案した判断を
行っているが、これらのうち将来見込情報に基づいて判
定された債務者区分は主観的な判断要素を含む可能性が
高い。特にその中でも、現時点での業績は芳しくないが
将来の業績改善を見込んでいる債務者に係る将来見込情
報については、会社の想定した一定の仮定との整合性を
勘案した最善の見積もりとなっているかを見極める必要
があり、その債務者区分の判定の難易度は高い。
更に、このような将来見込情報が債務者区分の判定に
大きな影響を及ぼす債務者に関して、担保や保証により
保全されていない金額が大きな場合には、破綻懸念先以
下になるか否かの判定を誤ることで、多額の貸倒引当金
の計上不足が生じる可能性がある。
以上より、当監査法人は会社の実施する資産の自己査
定において、債務者に係る将来見込情報の依存度が高
く、かつ担保や保証により保全されていない金額が大き
な先に関する債務者区分の判定の合理性を監査上の主要
な検討事項として決定した。
 

当監査法人は、当該監査上の主要な検討事項に対して
以下の通り対応した。
(1)内部統制の評価
　資産の自己査定に係る統制活動の有効性について、主
に定性的要因を勘案した債務者区分の判定に焦点を当
て、統制活動実施部署へ質問するとともに、回答の裏
付けとなる関連文書を閲覧し、評価した。
(2)定性的要因を勘案した債務者区分の判定に係る評価
　現時点での業績は芳しくないが将来の業績改善を見込
んでいる債務者で、かつ担保や保証により保全されて
いない金額が大きな債務者を抽出し、以下の手続を実
施した。
①債務者の窮境要因を把握するために会社の審査部署
に質問するとともに、回答により得られた窮境要因
の内容を裏付けるため、債務者の試算表、決算書及
びその他債務者の営業概況を示す情報が掲載された
各種資料等を閲覧した。
②債務者の窮境要因に対する改善施策に関して、上記
で入手した債務者の試算表、決算書及びその他債務
者の営業概況を示す情報が掲載された各種資料を用
いて足元までの実績の進捗状況を分析するととも
に、当該改善施策における販売計画等の実現可能性
について、債務者の属する業界の外部情報等との整
合性も踏まえて検討した。
③債務者の窮境要因に対する改善施策に関して、債務
者が将来の改善見通しが十分に見込まれないという
代替的な仮定を置くことの要否について、上記の窮
境要因の分析結果と照らし合わせて検討した。
④将来見込情報に関して、会社の想定した一定の仮定
との整合性や、債務者の属する業界の外部情報等と
の整合性も踏まえた最善の見積もりとなっているか
検討した。
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新型コロナウイルス感染症に関する主要な仮定を反映した貸倒引当金の算定

監査上の主要な検討事項の
内容及び決定理由

監査上の対応

会社は貸出金を含む与信残高の貸倒れによる損失のリ
スクに備えるため、連結財務諸表等の注記事項（連結財
務諸表作成のための基本となる重要な事項）の「４ 会
計方針に関する事項」の「(5) 貸倒引当金の計上基準」
に記載の通り、予め定めている資産の自己査定基準に基
づき債務者区分を判定したうえで、償却・引当基準に則
り債務者区分毎に貸倒引当金を算定しており、当連結会
計年度末で5,575百万円の貸倒引当金を計上している。
また、会社は、連結財務諸表等の注記事項（重要な会
計上の見積り）の「2 貸倒引当金の算定」に記載の通
り、新型コロナウイルス感染症の今後の広がり方や収束
時期等について前連結会計年度において今後数年程度続
くものと想定していた「一定の仮定」を、当連結会計年
度においては、１年以内に解消するものとの想定に変更
している。
このような仮定の下、新型コロナウイルス感染症の感
染拡大による貸出金等への影響が大きい宿泊業等の特定
業種に属する債務者については、予想損失率の算定にあ
たり必要な修正として、今後業績悪化の影響が予想され
ると仮定して債務者区分を引下げた場合の影響を加味し
て貸倒引当金を算定しており、当連結会計年度末におい
て貸倒引当金293百万円を追加計上している。
当該「一定の仮定」の見直しについては、新型コロナ
ウイルス感染症に関する様々な外部環境を踏まえた将来
予測に基づくものであることから、その決定に当たって
は会社の主観的な判断要素を含む可能性が高い。
また、貸倒引当金の追加計上の対象とした宿泊業等の
特定業種を抽出するための過程は複雑であるとともに、
個々の債務者の営む事業の実態判断を伴う場合があるこ
とから、その決定に当たっては会社の主観的な判断要素
を含む可能性がある。
更に、貸倒引当金の追加計上の対象とした宿泊業等の
特定業種に適用する予想損失率の決定については、客観
性の高い過去実績に依存することが困難である中、会社
が置いた「一定の仮定」とも整合した将来予測に基づい
た必要な修正を実施するものである。従って、当該予想
損失率は、会社の主観的な判断要素を含む可能性は高
く、かつ新型コロナウイルス感染症の感染拡大の状況や
その経済への影響が当初の想定より変化した場合には、
損失額が増減する可能性があり、不確実性が高い。
以上より当監査法人は会社が実施した新型コロナウイ
ルス感染症の今後の広がり方や収束時期等に係る「一定
の仮定」の見直し、及びそれを前提とした宿泊業等の特
定業種に対する貸倒引当金の追加計上の合理性を監査上
の主要な検討事項として決定した。
 

当監査法人は、当該監査上の主要な検討事項に対して
以下の通り対応した。
(1)一定の仮定の妥当性
　新型コロナウイルス感染症の今後の広がり方や収束時
期等に対して会社が置いた「一定の仮定」について、
新型コロナウイルス感染症の影響等に関する外部公表
データとの整合性や当行の債務者に対する条件変更の
実施状況及び倒産状況との整合性を検討し、過度に悲
観的でも楽観的でもなく、明らかに不合理でないかを
確かめた。
(2)特定業種の範囲の妥当性
　宿泊業等の特定業種の範囲の妥当性については、主に
以下の手続を実施した。
①業種別の新型コロナウイルス感染症の影響等に関す
る外部公表データとの整合性や条件変更の実施状況
及び倒産状況との整合性を検討したうえで、会社の
行った個々の債務者の営む事業の実態判断について
関連する文書を閲覧し検討した。
②宿泊業等の特定業種以外の業種で外部公表データに
おいて一般的に新型コロナウイルス感染症の影響が
大きいとされている債務者や、新型コロナウイルス
対応特別融資及び条件変更の実施割合が比較的高い
業種について、貸倒引当金の算定における債務者区
分の判定を通じて貸倒引当金の追加計上の対象外と
することの合理性について検討した。

(3)適用する予想損失率の妥当性
　宿泊業等の特定業種ポートフォリオの貸倒実績に予想
される業績悪化の状況に基づく修正を加えた予想損失
率の決定方針については、足元の業績悪化の状況、及
び見直し後の当該「一定の仮定」との整合性を検討
し、当行の債務者に対する条件変更の実施状況及び倒
産状況等を踏まえて合理的な水準となっているか検討
した。
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その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責

任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の

記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内

容と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そ

のような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 
連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 

連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利

用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

・　連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評

価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基

づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか

結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記

事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸

表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証

拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している

かどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎とな

る取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を

入手する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
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監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判

断した事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表

が禁止されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利

益を上回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 
＜内部統制監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社福島銀行の2023年３

月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

当監査法人は、株式会社福島銀行が2023年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内

部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務

報告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統

制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人

の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から

独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十

分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
内部統制報告書に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

内部統制監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかにつ

いて合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することに

ある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施す

る。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び

適用される。

・　財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内

部統制報告書の表示を検討する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人

は、内部統制報告書の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責

任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、

識別した内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項

について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。
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利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以  上

 
 

※１　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 

2023年６月20日

株式会社　福島銀行

取締役会　御中
 

 

有限責任監査法人　トーマツ
 

仙台事務所  
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 五十嵐　　康　彦  

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 石　坂　　武　嗣  

 

 

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社福島銀行の2022年４月１日から2023年３月31日までの第157期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社福島銀行の2023年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要である

と判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成におい

て対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

 
貸倒引当金の算定の前提となる債務者区分の判定

連結財務諸表の監査報告書に記載されている監査上の主要な検討事項（貸倒引当金の算定の前提となる債務者区

分の判定）と同一内容であるため、記載を省略している。
 

新型コロナウイルス感染症に関する主要な仮定を反映した貸倒引当金の算定 

連結財務諸表の監査報告書に記載されている監査上の主要な検討事項（新型コロナウイルス感染症に関する主要

な仮定を反映した貸倒引当金の算定）と同一内容であるため、記載を省略している。
 

 
その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責

任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と

財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような

重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告
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することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 
財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要

がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 

財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決

定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結

論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外

事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい

るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど

うかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計

事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事

項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止さ

れている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回

ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上
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※１　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 
 

 

2024年２月７日

株式会社福島銀行

 取締役会 御中
 

 

有限責任監査法人　トーマツ

　仙台事務所  
 

 

 
 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 五十嵐　　康　彦  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 石　坂　　武　嗣  

 

 

監査人の結論

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社福島銀行

の2023年4月1日から2024年3月31日までの連結会計年度の第3四半期連結会計期間（2023年10月1日から2023年12月31日ま

で）及び第3四半期連結累計期間（2023年4月1日から2023年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半

期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社福島銀行及び連結子会社の2023年12月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第3四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な

点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継

続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

 監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

 監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

 監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められない

かどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書に

おいて四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注

記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企

業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財

務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信

じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

 監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

 監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場

合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行

う。

 

利害関係

 会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以  上

 
 

(注) １ 上記の四半期レビュー報告書の原本は当行（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
 

EDINET提出書類

株式会社　福島銀行(E03637)

有価証券届出書（組込方式）

43/43


	表紙
	本文
	第一部証券情報
	第１募集要項
	１新規発行株式
	２株式募集の方法及び条件
	(1)募集の方法
	(2)募集の条件
	(3)申込取扱場所
	(4)払込取扱場所

	３株式の引受け
	４新規発行による手取金の使途
	(1)新規発行による手取金の額
	(2)手取金の使途


	第２売出要項
	募集又は売出しに関する特別記載事項

	第３第三者割当の場合の特記事項
	１割当予定先の状況
	２株券等の譲渡制限
	３発行条件に関する事項
	４大規模な第三者割当に関する事項
	５第三者割当後の大株主の状況
	６大規模な第三者割当の必要性
	７株式併合等の予定の有無及び内容
	８その他参考になる事項

	第４その他の記載事項

	第二部公開買付け又は株式交付に関する情報
	第三部追完情報
	第四部組込情報
	第五部提出会社の保証会社等の情報
	第六部特別情報
	監査報告書

